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紙推進協ニュース ２０２１年６月３０日 №１０７ 

紙製容器包装リサイクル推進協議会 〒105-0001 東京都港区虎ノ門1-1-21新虎ノ門実業会館8階 

                            TEL：03-3501-6191  ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ：http://www.kami-suisinkyo.org/ 

                               FAX：03-3501-0203  E ﾒｰﾙ：p@kami-suisinkyo.org 

 

本紙推進協ニュースNo.１０７では、（１）「２０２１年度当推進協議会定時総会」  

（６／７開催）（２）容リ制度見直しの関連動向（３）指定法人委員会情報  

①「精算金額及び精算率」②「紙容器事業部２０２０年度業務報告」をお届け致

します。 

◇ ２０２１年度定時総会開催 

６月７日（月）１５時３０分から、コートヤード・

マリオット銀座東武ホテルにおいて、当推進協議会

２０２１年度定時総会が開催されました。本年度は

新型コロナウィルス感染症拡大対策で、体温測定器

及び全席アクリル板を設置の上、規模を縮小する形

としました。穴水会長の挨拶後、審議に入りました。 

＜会長挨拶＞ 

当推進協議会の会長を務めております、穴水でございます。 

本日は、皆様、ご多忙中にもかかわらず、当推進協議会定時総会にご出席いただきまして誠にありがとうござ 

 います。また、新型コロナウィルス感染症拡大により、多大な影響を受けました会員の皆様には心からお見舞い 

 申し上げます。 

会員の皆様一人一人のご協力をいただき、当推進協議会の活動が有意義なものとなりますよう役員一同、力を 

合わせて取り組んで参る所存です。よろしくお願いいたします。 

さて、容リ制度見直しの動きにつきましては、皆様ご存知のとおり「プラスチック資源循環促進法案（プラス 

チックに係わる資源循環の促進等に関する法律案）」が今通常国会に提出され、６月４日に成立、詳細については、

省令で発する準備が進められています。 

当推進協議会の事業対象である紙製容器包装につきましても、プラスチック容器包装の紙化の動きや中国の廃

棄物輸入規制等により、新たなリサイクルシステムの再構築等、大きな革新が求められる時代に入ったと考えて

います。 

その中で、当推進協議会は今年度、３Ｒ推進団体連絡会と協働の上、第４次自主行動計画にあたる「自主行動 

 計画２０２５」については、数値目標を含め４月２２日に発表、現在進行中の「自主行動計画２０２０」の目標

達成及び合理的なリサイクルシステムの構築に、引き続き取り組んで参ります。 

＜総会成立の確認及び議事録署名人の選出＞ 

  川村専務理事より、出席１８会員、委任状提出３８会員で全会員５６会員となり規約第１７条の過半数に達し、 

 総会が成立していることを報告しました。規約第１５条により、穴水会長が議長に就任、議長挨拶の後、議事録 

署名人に（一社）日本印刷産業連合会の緒方常務理事及び（一財）食品産業センターの渡邊次長を選出しました。 
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Ⅰ 議題及び審議結果 

総会では、以下議案について審議され、議案は全て承認されて今総会の議事は終了しました。 

第１号議案 ２０２０年度活動報告ならびに収支決算報告 

第２号議案 ２０２１年度活動計画ならびに収支予算案について 

 

Ⅱ 各議案内容及び審議状況 

『 第１号議案 ２０２０年度活動報告ならびに収支決算報告 』 

議長から専務理事へ報告するように指示があり、専務理事が以下の２０２０年度活動報告ならびに収支決算報告

を行いました。 

 

２０２０年度 活動報告 

（１）紙製容器包装のリサイクル状況 

指定法人事業実績（２０２０年度市町村からの引取実績量、再商品化販売量）、環境省容リ法に基づく分別収 

集・再商品化の実績（２０１９年度実績）、当推進協議会調査推計結果（２０１９年度実績回収量・回収率）を 

報告しました。 

（２）自主行動計画２０２０フォローアップ報告（２０１９年度実績） 

① リデュースの推進：１３.１％削減（２００４年度比：紙・板紙使用量削減） 

② リサイクルの推進：回収率２６.６％ 

（３）容器包装リサイクル制度見直しに向けた取り組み及び関連動向 

＜容リ法改正対策委員会＞ 

  ① 自主行動計画２０２５（2021～2025年度：第４次自主行動計画）の策定 

  ② 紙製容器包装の「容器包装リサイクル制度の見直しに向けた提言」改訂 

③ 「今後のプラスチック資源循環施策のあり方について」パブリックコメント 

④ クリーン・オーシャン・マテリアル・アライアンス（ＣＬＯＭＡ）取り組み 

⑤ 中国の廃棄物輸入規制の動き 

（４）紙製容器包装の調査活動 

  ① 新型コロナウィルス感染症拡大の影響 

  ＜技術委員会＞ 

  ② 市町村のヒアリング調査及び組成分析調査 

  ③ 紙製容器包装のマテリアルフローの作成 

  ＜総務委員会＞ 

  ④ 市町村回収量アンケート調査 

（５）３Ｒ推進のための広報・啓発 

＜総務委員会＞ 

① 「３Ｒ改善事例集第１４版」の発行 

② 「エコプロOnline２０２０」出展（１１月２５－２８日：オンライン開催） 

（６）３Ｒ推進団体連絡会における取り組み（自主行動計画と主体間連携の推進） 

① 自主行動計画フォローアップ報告（１２月１０日：経団連会館 ） 

② 主体間連携の推進 
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・「容器包装３Ｒ推進フォーラム」(１月２８日－２月１日)Ｗｅｂ配信開催 

・意見交換会「容器包装３Ｒ交流セミナー」（函館・松本市）開催 

・３Ｒ推進市民リーダー育成プログラム 

・展示会への出展 

（７）会員への情報提供 

  ① 紙推進協ニュース（Ｎｏ.１０３～１０６）の発行やメールの発信 

  ② 「３Ｒ改善事例集第１４版」を全会員に送付 

③ ホームページの充実 

（８）２０２０年度収支決算報告 

収支決算報告の後、新型コロナウィルス感染症拡大防止対策として本年度も個別監査とし、２０２１年４月 

２６日に森永乳業株式会社の森監事が、５月１１日に江崎グリコ株式会社の越智監事が行った監査結果を、両 

監事を代表して越智監事が報告しました。 

    第１号議案について議長が質問、意見を求めたところ満場異議なく了承されました。 

 

『 第２号議案 ２０２１年度活動計画ならびに収支予算案について 』 

  議長から専務理事へ報告するように指示があり、専務理事が以下の２０２１年度活動計画ならびに収支予算案

について報告しました。 

 

２０２１年度 活動計画 

（１）企画・運営 

＜運営幹事会＞ 

当推進協議会の活動全体の企画・運営体制の強化及び理事会への提案について、立案・検討を行います。 

（２）容器包装リサイクル制度の見直しに向けた取り組み 

 ＜容リ法改正対策委員会＞ 

① 自主行動計画２０２５（２０２１～２０２５年度）発表 

第４次自主行動計画である自主行動計画２０２５（２０２１～２０２５年度）の数値目標を含む活動計画 

   等を３Ｒ推進団体連絡会の一員として４月に発表しました。数値目標はリデュース率１５％、回収率２８％ 

   としました。 

② 自主行動計画２０２０のフォローアップ報告（２０２０年度実績） 

第３次自主行動計画である自主行動計画２０２０（２０１６～２０２０年度）の最終年度（２０２０年度） 

のフォローアップ報告を経団連とともに１２月に記者発表します。 

③ 容リ制度見直しに向けた「提言」を引き続き検討 

経済産業省・環境省による合同審議会において取りまとめられた「容器包装リサイクル制度の施行状況の 

   評価・検討に関する報告書」に対応して、当推進協議会の改訂した「提言」の実現に向けて取り組むととも 

   に次回の容リ制度の見直しに向け、審議会のヒアリングに対応できるよう意見交換を進めます。 

④ 経済産業省・環境省による合同会議により本年１月「今後のプラスチック資源循環施策のあり方について」 

が取りまとめられ、「プラスチックに係わる資源循環の促進等に関する法律案」として通常国会に提出され、 

全会一致で成立しました。プラスチック資源の分別収集を促進するため、製品プラも容リルートを活用した 

再商品化を可能にする等、容リ法の枠組みや紙製容器包装に係わる影響を分析するとともに、「再生可能資源 

（紙、バイオマスプラスチック等）に適切に切り替え」等、クリーン・オーシャン・マテリアル・アライア 

ンス（ＣＬＯＭＡ）での取り組みをはじめとした諸課題や、「中国の廃棄物輸入規制問題」についても検討し 

ます。 
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（３）紙製容器包装の調査活動 

① 総務・技術委員会活動報告のまとめ 

  容リ制度の見直しに備え、２０１２年度以降の総務・技術委員会の活動報告をまとめます。 

＜技術委員会＞ 

② 市町村のヒアリング調査及び組成分析調査 

③ 紙製容器包装の軽量化実態調査（原単位） 

④ 紙製容器包装のマテリアルフローの作成 

＜総務委員会＞ 

⑤ 市町村回収量アンケート調査 

（４）３Ｒ推進のための広報・啓発 

＜総務委員会＞ 

① 「３Ｒ改善事例集第１５版」の発行 

② 展示会への出展 

③ 会員への情報提供 

・紙製容器包装の容リ制度見直しの進捗状況に合わせ、会員セミナーを開催 

・「紙推進協ニュース」の発行やメールの発信 

・「３Ｒ改善事例集第１５版」を全会員に送付 

・ホームページの充実 

（５）３Ｒ推進団体連絡会における取り組み（自主行動計画と主体間連携の推進） 

第４次自主行動計画である自主行動計画２０２５（２０２１～２０２５年度）の数値目標を含む活 

  動計画を４月に発表、３Ｒ推進団体連絡会としてまとまって取り組みます。自主行動計画２０２０の 

最終年度（２０２０年度）及び全体の成果を１２月に経団連とフォローアップ報告として記者発表し 

ます。 

主体間の連携を推進するため、①３Ｒ推進フォーラム、②３Ｒ交流セミナー、③３Ｒ市民リーダー 

  育成、④「エコプロ２０２１」に出展等を実施します。 

また、指定法人が中心となって有識者・関係者と連携しつつ検討する課題については、指定法人 

ルートの４団体を中心に有力団体と連携しつつ取り組みを進めていきます。 

（６）２０２１年度予算案説明 

川村専務理事より２０２１年度予算案の内容を説明しました。 

 

２０２１年度役員名簿について、本年度は役員改選の年ではありませんが交代されましたのは、黒川副会長 

が退任され、後任には同じく日本製薬団体連合会の山田常務理事が副会長に就任され、理事で交代されました 

のは、（一社）全国発酵乳乳酸菌飲料協会の南専務理事が退任され、後任には同じく桑﨑専務理事が就任された 

ことをご紹介しました。 

２０２０年度の個別活動報告について、例年実施しているパワーポイントを使用した発表を本年度は中止と   

  しましたが、その資料は、当推進協議会のホームページに掲載することを説明しました。 

第２号議案について議長が質問、意見を求めたところ満場異議なく了承されました。 

 

議長は、以上をもって議案の審議はすべて終了した旨を告げました。 

この後、専務理事は 総会運営に対する謝辞を述べ閉会を宣しました。 

本年度は、新型コロナウィルス感染症拡大の影響を考慮し、懇親会は中止とさせていただきました。 
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◇ 容リ制度見直しの関連動向 
 

〔プラスチック資源循環促進法〕 

２０２０年５月から開催された中央環境審議会循環型社会部会プラスチック資源循環小委員会及び産業構造

審議会産業技術環境分科会廃棄物・リサイクル小委員会プラスチック資源循環戦略ワーキンググループの合同

会議における審議を経てパブリックコメントを実施の上、２０２１年１月２８日の第８回合同会議で「今後の

プラスチック資源循環施策のあり方について」が取りまとめられました。３月９日に「プラスチックに係る資

源循環の促進等に関する法律案」が閣議決定され、第２０４回通常国会にて審議されました。５月２５日には

衆議院本会議で十四事項の付帯決議で、６月４日には参議院本会議で十五事項の付帯決議でそれぞれ全会一致

で可決され、６月１１日公布されました。 

 

１ プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律 要旨 

本法律は、プラスチックに係る資源循環の促進等を図るため、市町村による再商品化及び事業者による自主回収・

再資源化の促進のための制度を創設するとともに、プラスチック使用製品廃棄物の排出抑制等の措置を講じようと

するものであり、その主な内容は次のとおりである。 

一、主務大臣は、プラスチックに係る資源循環の促進等を総合的かつ計画的に推進するための基本的な方針を定

める。 

二、主務大臣は、プラスチック使用製品製造事業者等が取り組むべきプラスチック使用製品設計指針を定めると

ともに、国は、本指針に適合したプラスチック使用製品について、グリーン購入法上の配慮をする。 

三、主務大臣は、特定プラスチック使用製品提供事業者が特定プラスチック使用製品の使用の合理化によりプラ

スチック使用製品廃棄物の排出を抑制するために取り組むべき措置に関し、判断の基準となるべき事項を定め、

本基準を勘案し、事業者に必要な指導及び助言ができるものとする。 

四、市町村のプラスチック使用製品廃棄物の分別収集及び再商品化において、容器包装再商品化法のルートの活

用を可能とするとともに、市町村と再商品化実施者が連携して再商品化計画を作成し、主務大臣が認定した場

合に、容器包装再商品化法の特例措置等を講じる。 

五、製造・販売事業者等が使用済プラスチック使用製品に関する自主回収・再資源化事業計画を作成し、主務大

臣が認定した場合に、認定自主回収・再資源化事業者として、廃棄物処理法の特例措置を講じる。 

六、主務大臣は、排出事業者がプラスチック使用製品産業廃棄物等の排出の抑制及び再資源化等を促進するため

に取り組むべき措置に関し、判断の基準となるべき事項を定め、本基準を勘案し、事業者に必要な指導及び助

言ができるものとする。 

七、排出事業者が再資源化事業計画を作成し、主務大臣が認定した場合に、認定再資源化事業者として、廃棄物

処理法の特例措置を講じる。 

八、産業廃棄物処理事業振興財団は、二の指針に適合したプラスチック使用製品等に係る施設整備事業に必要な

債務保証及び研究開発に必要な助成金の交付等の業務を行うことができるものとする。 

九、この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 
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２ プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律案に対する附帯決議（参議院） 

  政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。  

一、基本方針の制定に当たっては、二〇五〇年カーボンニュートラル及び海洋プラスチックごみによる新たな汚染を 

二〇五〇年までにゼロにすることを目指す大阪ブルー・オーシャン・ビジョンと整合し、更に出来る限り前倒しで 

達成できるよう、プラスチック使用製品廃棄物の発生量の大幅な削減及び熱回収の最小化に資するものとすること。  

二、プラスチック使用製品設計指針の策定に当たっては、プラスチックの発生抑制に加えライフサイクル全体での環境

負荷の観点からトップランナーの内容となるよう検討すること。あわせて、認定プラスチック使用製品に関して、 

実際の発生抑制の効果などを調査し、公表することを検討すること。 

三、消費者が認定プラスチック使用製品であること及びプラスチック使用製品に使用されているプラスチックの環境 

負荷・成分・廃棄方法等について知ることができるような表示制度等の検討を行うこと。  

四、市町村によるプラスチック使用製品廃棄物の一括回収の実施に関し、市町村の事務に過度な負担をもたらすことが

ないよう各市町村の実情に応じた適切な配慮を行うとともに、市町村の財政上の負担について、地方財政措置その他

の必要な措置を講じ、持続可能な体制を整備すること。  

五、製造事業者等の自主回収・再資源化事業計画及び排出事業者の再資源化事業計画に係る認定による廃棄物処理法の

特例について、当該特例の運用が廃棄物処理法の趣旨にもとることがないよう、各事業者に対し適切な指導・監督を

行うこと。 

六、発生量が大幅に削減されるよう取り組んだ上で、回収され、又は収集された使用済プラスチック使用製品等の再使

用又は再生利用による循環的な利用が拡大されることにより熱回収の最小化が図られるよう地方公共団体及び事業

者に対し、必要な財政上及び技術上の支援を講ずること。  

七、マイクロプラスチックの環境への流出状況及びマイクロプラスチックが生態系に与える影響を的確に把握すると 

ともに、その結果に基づき、マイクロプラスチックの環境への流出の防止のため、必要な措置を早急に講ずること。 

八、国内において生じた使用済プラスチック使用製品等について、国内において適正に再使用、再生利用その他の処理

がされるよう、再使用の体制整備やリサイクル設備の拡充に向けた支援等を行うとともに、使用済プラスチック使用

製品等の輸出の規制に関する強化された措置の適正な運用を図ること。 

九、代替素材の導入に当たっては、当該素材のライフサイクル全体での環境負荷、食料との競合及び発展途上国におけ

る社会・環境面での影響等を含む総合的見地から検証を行うこと。 

十、プラスチック使用製品やその代替品に含まれる有害化学物質が、人の健康又は生態系に悪影響を発生させることが

ないよう、その影響について調査研究を進めるとともに、プラスチック用添加剤等の化学物質に係る成分の表示に 

ついて義務付けも含め検討を行うこと。  

十一、既に海洋環境等に流出している使用済プラスチック使用製品等については、実効性のある回収方法についての 

調査研究を行うとともに、回収に取り組む地方公共団体及び事業者等に対し、必要かつ十分な財政上及び技術上の 

支援を講ずること。  

十二、海洋プラスチックごみの多くが発展途上国から流出していると推定されていることに鑑み、発展途上国における

使用済プラスチック使用製品等の削減及び回収・処理等に関する所要の助言及び支援を行うとともに、地球規模の 

海洋プラスチックごみによる環境汚染を包括的に解決するため、国際的な連携強化に取り組むこと。 

十三、漁具及び農業用の器具等に係る使用済プラスチック使用製品による環境汚染を防止するため、これらの環境への

流出状況を把握し、その流出量の削減及び回収のため、漁具マーキングや報告体制の整備など必要な措置を行うと 

ともに、自然循環する生分解性素材等による海洋環境に悪影響を最大限軽減できる代替製品の研究開発に一層努める

こと。  
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十四、新型コロナウイルス感染症の感染が拡大している現状に鑑み、本法で規定するプラスチック使用製品のうち、 

専ら医療の用に供するものについて、特段の配慮を行うこと。 

十五、製造事業者のプラスチック使用製品廃棄物の回収から再使用、再生利用までのライフサイクル全般にわたる責任

の在り方など、拡大生産者責任の徹底等に向けた検討を行うこと。 

 

 右決議する 

 

３ 今後の見通し 

 「プラスチックに係る資源循環の促進に関する法律」（以下、「プラスチック資源循環促進法」。）が国会で可決されたのを

受けて、政省令及び各運用規定等の在り方を検討するため、６月より、有識者、関連団体等を含めて構成された「プラス

チック使用製品廃棄物の一括回収・再商品化に関する研究会」及び「プラスチック使用製品設計指針に関する研究会」の

２つの研究会が経済産業省により設置され、秋頃（９月）までに３回程度、開催予定となっています。 

（１）「プラスチック使用製品廃棄物の一括回収・再商品化に関する研究会」 

当推進協議会も一員である３R 推進団体連絡会や公益財団法人日本容器包装リサイクル協会もオブザーバーとして参加、

「プラスチック資源循環促進法」における「市町村の分別収集及び再商品化」に係る制度の運用ルールについて、第１回

目は６月２８日に開催されました。 

概要としては、「プラスチック資源循環促進法」では、プラスチック資源の分別収集を促進するため、 

① 容器包装リサイクル法に基づく再商品化ルートを活用して、プラスチック製容器包装廃棄物以外のプラスチック使

用製品廃棄物の再商品化を可能とし（一括回収・再商品化）、また、  

② 市町村が、再商品化事業者と連携して行う再商品化計画を作成し、主務大臣の認定した場合に、市町村による選別、

梱包等を省略して再商品化事業者が実施すること（中間処理工程の一体合理化）を可能とする 

措置を講じているところ、これらの措置の円滑な実施に向けて、公平かつ公正なルールの具体化に向けた検討を進め、

基本的な考え方を整理する。 

また、主な論点は、以下の通りとなります。 

① 収集対象物〔品質を担保する分別基準の内容等について〕の考え方：基本的な考え方・分別基準 

② 再生処理の在り方〔適正な再生処理方法、処理設備等ガイドライン化し、事業者登録・計画認定審査の基準とする〕 

③ 入札関係〔適正な、落札方式、単価決定方式、総合的評価について〕 

④ 認定基準〔計画認定時の基準、特定事業者の費用負担について〕：概要・容リ費用の妥当性の審査 

⑤ 量の決定・担保方法〔容リ／製品の線引き、異物処理費の負担方法について〕：概要・調査・委託スキーム 

⑥  合理化拠出金〔適否判定及び審査方法について〕 

 

（２）「プラスチック使用製品設計指針に関する研究会」 

当推進協議会が会員として参加しているクリーン・オーシャン・マテリアル・アライアンス（CLOMA）が「研究会」

の委員を務めており、Key action 5の「紙・セルロース素材の開発・利用」をとおして、「再生可能性の観点から再生素材

や再生可能資源（紙、バイオマスプラスチック等）に適切に切り替え」の考え方に基づき、取りまとめを行い、意見を表

明する予定です。第１回目は７月８日に開催予定です。 

 

各研究会において検討された内容を踏まえ、省令は公布を経て、２０２２年４月１日には施行に至る予定であり、公益

財団法人日本容器包装リサイクル協会でも、臨時理事会、臨時評議員会の手続きを経て定款の変更等が必要になります。
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２０２１年６月４日開催の総務企画委員会にて精算金額及び精算率の発表が行われました。 

【令和２年度特定事業者再商品化実施委託料金総額及び清算金額】（実施委託料） 単位：円 

特定分別基準適合物 令和２年度特定事業者 

商品化予定実施委託料金

（精算前）（Ａ） 

再商品化実施委託料金の 

精算金額         

（Ｂ） 

ご参考 

精算率(％) 

（Ｂ／Ａ） 

紙製容器包装 507,700,409 

（472,907,678） 

126,074,346 

（156,879,187） 

24.8 

(33.2) 

ガラスびん無色 694,997,045 

（677,544,953）       

34,205,408 

（53,757,892） 

4.9 

(7.9) 

ガラスびん茶色 718,590,442 

（755,145,970） 

56,875,094 

（110,897,309） 

7.9 

(14.7) 

ガラスびんその他の色 1,296,889,554 

（1,266,111,645） 

-320,884,594 

（-33,667,265） 

-24.7 

(-2.7) 

ＰＥＴボトル 926,143,726 

（574,577,907） 

-1,486,964,514 

（-154,443,998） 

-160.6 

(-26.9) 

プラスチック製容器包装 45,716,418,160 

（44,592,819,653） 

6,518,298,356 

（10,532,790,227） 

14.3 

(23.6) 

＊精算率は小数点以下第 2位を四捨五入しています。      （注）下段（ ）内は令和元年度(2019年度) 

 

【令和元年度特定事業者再商品化拠出委託料金総額及び清算金額】（拠出委託料） 単位：円 

特定分別基準適合物 令和元年度特定事業者 

商品化予定拠出委託料金

（精算前）（Ａ） 

再商品化実施委託料金の 

精算金額 

（Ｂ） 

ご参考 

精算率（％）  

（Ｂ／Ａ） 

紙製容器包装 3,980,488 

（3,773,899） 

3,894,214 

（2,803,202） 

97.8 

（74.3） 

ガラスびん無色 0 

（0） 

0 

（0） 

0.0 

(0.0) 

ガラスびん茶色 0 

（0） 

0 

（0） 

0.0 

(0.0) 

ガラスびんその他の色 0 

（0） 

0 

（0） 

0.0 

(0.0) 

ＰＥＴボトル 0 

（0） 

0 

（0） 

0.0 

（0.0） 

プラスチック製容器包装 294,386,324 

（0） 

188,502,418 

（0） 

64.0 

（0.0） 

＊精算率は小数点以下第 2位を四捨五入しています。     （注）下段（ ）内は平成３０年度(2018年度) 

尚、“清算金額の計算方法”、指定法人の“業務報告”、については、添付の資料１～３を参照ください。 

 資料１ 再商品化実施委託料金清算金額計算方法  資料２ 再商品化拠出委託料金清算金額計算方法 

 資料３ 紙容器事業部 令和２年度(2020年度)業務報告・令和３年度(2021年度)活動計画 

◇ 精算金額及び精算率 （公益財団法人日本容器包装リサイクル協会（指定法人）資料） 

 




























